
京都市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例（平成２８年３月３０日京都市条例

第   号）（行財政局人事部給与課） 

 １ 職員の退職手当について，京都市職員給与条例の改正により実施することを予定し

ている給与制度の総合的見直しにおいて給料表の水準を引き下げることによる影響を

考慮し，国家公務員と同様に，在職中の職務の級等に応じて支給する調整額を引き上

げる等の措置を講じます。 

 ２ 行政不服審査法の全部改正に伴い，規定を整備します。 

  この条例は，平成２８年４月１日から施行することとしました。 

 

 

 

５０



 京都市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例を公布する。 

  平成２８年３月３０日 

                         京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第  号 

   京都市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例 

（京都市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第１条 京都市職員退職手当支給条例の一部を次のように改正する。 

  第３条の２第１項第１号中「７９，２００円」を「９５，４００円」に改め，同項第

２号中「６２，５００円」を「７８，７５０円」に改め，同項第３号中「５０，０００

円」を「６５，０００円」に改め，同項第４号中「４５，８５０円」を「５９，５５０

円」に改め，同項第５号中「４１，７００円」を「５４，１５０円」に改め，同項第６

号中「３３，３５０円」を「４３，３５０円」に改め，同項第７号中「２５，０００円」

を「３２，５００円」に改め，同項第８号中「２０，８５０円」を「２７，１００円」

に改め，同項第９号中「１６，７００円」を「２１，７００円」に改める。 

  第１１条第４項中「第１４条第１項又は第４５条」を「第１８条第１項本文」に改め

る。 

  附則に次の１項を加える。 

 ８ 職員が平成２８年４月１日以後に退職することによりこの条例の規定による退職手

当の支給を受ける場合において，その者が同日の前日に現に退職した理由と同一の理

由により退職したものとし，京都市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例（平

成２８年  月  日京都市条例第  号）第１条の規定による改正前の京都市職員

退職手当支給条例第２条の２から第３条の３まで並びに附則第６項及び第７項の規定

により計算した退職手当の額(別に定める職員にあっては，別に定める額)が，第２条

の２から第３条の３まで及び前２項の規定により計算した退職手当の額よりも多いと

きは，これらの規定にかかわらず，その多い額をもってその者に支給すべきこれらの

規定による退職手当の額(その額に 1 円未満の端数があるときは，これを切り捨てた

額)とする。 

（京都市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 京都市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例（平成１９年３月２６日京都

市条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

５０
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  附則第２項及び第３項を削る。 

  附則第４項中「新条例」を「この条例による改正後の京都市職員退職手当支給条例」

に，「施行日」を「この条例の施行の日」に改め，同項を附則第２項とする。 

  附則第５項の前の見出しを削り，同項を附則第３項とし，同項の前に見出しとして「（関

係条例の一部改正）」を付し，附則中第６項を第４項とし，第７項を第５項とする。 

   附 則 

 この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 

（行財政局人事部給与課） 

 


